
別表１（第５関係）

（事業の実施に直接必要な以下の経費）

1． 講師、指導者、専門技術者などへの謝金

2． 事業実施のために臨時的に雇用する必要のある者に対する賃金

3． 講師、指導者、専門技術者などの旅費および事業に直接必要な旅費

4． 事業の実施に直接必要な物品等

資材費 苗木、肥料、木材、案内板等の資材費

消耗品費 活動に伴う事務用品などの購入費

燃料費 林業機械や車両等の燃料代

印刷費 印刷製本費、写真現像代

5． 機械、器具、木製品等

6． 通信運搬費、広告費、傷害保険料等

7． 会議室、バス、簡易トイレ等の借上料、機械器具リース代等

8．

植樹地の事前整備、地ごしらえ、風倒木等雑木処理、チラシ・パンフレッ

ト制作委託など、自ら行うことが困難なため外部に委託する経費（作業員

等への賃金も含む）

注５：旅費は原則として公共交通機関の利用を対象とし、公共交通機関の利用が困難なため、

　　　自家用車を利用する場合は、１kmあたり25円を上限とする。宿泊費は１泊あたり

　　　10,800円を上限とする

注２：植樹用の苗木は県内の森林に存在する在来種を選定し、高さ50cm程度までを原則と

　　　する(記念植樹については一部大苗を認める)

注３：備品購入費は、事業費の１割以内、又は10万円以内のいずれか低い金額とする。

注４：委託料は原則補助対象事業費の総額の５割以内とする。

費 目
 経費の内容

報償費

賃金

旅費

需用費

備品購入費

役務費

使用料

委託料

注１：次に掲げる経費は、補助対象としない。

（１）既存事業の財源振替とする事業に要する経費

（２）汎用性のある備品の購入に要する経費

（３）団体の運営（会報の作成費や送料）、団体関係者の賃金や謝金に要する経費

（４）団体の会員・関係者が代表を務める法人や個人商店等からの購入又は賃借等に関する

　　　費用

（５）食料（飲料水も含む）に関する経費

（６）参加者への記念品等に関する経費

注６：チェーンソー・下刈機などの機械器具、大量のスコップなどの道具はリースを基本とす

　　　る。

注７：報償費、賃金、謝金等を支払う場合は、源泉徴収を行うこと。

注８：成果物がある場合はながさき森林環境税活用事業であることを明示すること。

注９：標柱・看板費の補助上限は５万円とする。


